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 （注）１．当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
２．１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４ 経理の状況」中、「１ 四半期連結財務諸表」の「１株当たり
情報」に記載しております。 
３．平成22年度第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定に当たり、「包括利益の表示に関する会計基
準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。  

当第１四半期連結累計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容については、重
要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。 

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

  

平成22年度 
第１四半期連結 
累計期間 

平成23年度 
第１四半期連結 
累計期間 

平成22年度 

(自 平成22年 
４月１日 

至 平成22年 
６月30日) 

(自 平成23年 
４月１日 

至 平成23年 
６月30日) 

(自 平成22年 
４月１日 

至 平成23年 
３月31日) 

経常収益 百万円  69,796  71,231  284,744

経常利益 百万円  16,446  22,345  81,667

四半期純利益 百万円  9,545  13,131  －

当期純利益 百万円  －  －  47,089

四半期包括利益 百万円  5,424  12,276  －

包括利益 百万円  －  －  40,077

純資産額 百万円  760,239  792,448  786,948

総資産額 百万円  11,938,270  12,446,529  12,520,526

１株当たり四半期純利益金額 円  7.01  9.65  －

１株当たり当期純利益金額 円  －  －  34.62

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

円  7.01  9.65  －

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

円  －  －  34.61

自己資本比率 ％  5.95  5.94  5.87

２【事業の内容】 
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当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 
また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

該当事項はありません。 

(1）業績の状況 
当第１四半期連結累計期間のわが国経済を振り返りますと、東日本大震災の影響で景気は一時大きく落ち込みま
したが、その後持ち直しの動きもみられました。すなわち、震災による生産設備の毀損やサプライチェーン（供給
網）の障害などにより、企業の生産活動が大幅に停滞し、また製品の供給不足から輸出も減少しました。さらに自
粛ムードの広がりなどによって個人消費など国内民間需要も弱い動きになりました。しかしサプライチェーンの復
旧が進むとともに生産活動や輸出は上向き始め、また家計や企業のマインドにも改善の動きがみられるようになり
ました。 
神奈川県経済につきましても、全国と同様、震災によるサプライチェーンの寸断や電力不足などを受けて生産や
輸出が落ち込み、また消費者心理なども悪化しました。しかし供給面の制約が和らぎ始めると生産や輸出が上向き
に転じ、また企業や家計のマインドにも持ち直しの動きが現れました。 
金融面では、日本銀行の潤沢な資金供給を背景に、短期金利が低位で安定的に推移しました。一方、長期金利
は、ギリシャの債務問題などにより投資家の不安心理が強まるなかで、水準をやや切り下げました。 
このような金融経済環境のもと、「お客さま、株主、行員、地域社会にとって魅力あふれる金融機関」の実現を
目指し、当行グループの強みであるリージョナル・リテール分野に経営資源を集中投下し、全力をあげて経営体質
の強化と業績の伸展に努めてまいりました。 
この結果、当第１四半期連結累計期間における業績は、以下のとおりとなりました。 
預金は、総合取引の推進等による拡大に努めた結果、当第１四半期連結累計期間中は69億円増加し、当第１四半
期連結会計期間末の残高は10兆7,319億円となり、前第１四半期連結会計期間末の残高に比しては3,880億円の増加
となりました。このうち、定期性預金は当第１四半期連結累計期間中に403億円増加し、当第１四半期連結会計期
間末の残高は３兆3,746億円となりました。 
貸出金は、当第１四半期連結累計期間中に481億円増加し、当第１四半期連結会計期間末の残高は８兆6,499億円
となり、前第１四半期連結会計期間末の残高に比しては1,742億円の増加となりました。 
有価証券は、当第１四半期連結累計期間中に145億円増加し、当第１四半期連結会計期間末の残高は２兆91億円
となり、前第１四半期連結会計期間末の残高に比しては2,761億円の増加となりました。 
総資産は、当第１四半期連結累計期間中に740億円減少し、当第１四半期連結会計期間末の残高は12兆4,465億円
となり、前第１四半期連結会計期間末の残高に比しては5,083億円の増加となりました。 
当第１四半期連結累計期間の損益につきましては、資金運用収益を中心とする経常収益が712億３千１百万円と
なる一方で、与信費用などを含む経常費用が488億８千５百万円となった結果、経常利益が前第１四半期連結累計
期間に比して58億９千９百万円増加の223億４千５百万円となり、四半期純利益が前第１四半期連結累計期間に比
して35億８千６百万円増加の131億３千１百万円となりました。 

第２【事業の状況】 
１【事業等のリスク】 

２【経営上の重要な契約等】 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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① 国内・海外別収支 
当第１四半期連結累計期間の資金運用収支は、前第１四半期連結累計期間比10億４千５百万円減少して409億
１千９百万円、役務取引等収支は、前第１四半期連結累計期間比10億５千３百万円減少して106億６千４百万
円、特定取引収支は、前第１四半期連結累計期間比１億７千９百万円増加して４億９千５百万円、その他業務収
支は、前第１四半期連結累計期間比３千７百万円増加して28億２千６百万円となりました。 

  

 （注）１．「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内に本店を有する連結子会社（以下「国内連結子会社」とい
う。）であります。 
 「海外」とは、当行の海外店及び海外に本店を有する連結子会社（以下「海外連結子会社」という。）であ
ります。 
２．「相殺消去額」には内部取引金額等を表示しております。 

種類 期別 
国内 海外 相殺消去額(△) 合計 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

資金運用収支 
前第１四半期連結累計期間  41,644  318  △1  41,964

当第１四半期連結累計期間  40,593  325  △0  40,919

うち資金運用収益 
前第１四半期連結累計期間  45,811  325  306  45,830

当第１四半期連結累計期間  44,075  335  307  44,102

うち資金調達費用 
前第１四半期連結累計期間  4,166  7  307  3,866

当第１四半期連結累計期間  3,481  10  307  3,183

役務取引等収支 
前第１四半期連結累計期間  11,718  △1  －  11,717

当第１四半期連結累計期間  10,664  △0  －  10,664

うち役務取引等収益 
前第１四半期連結累計期間  12,593  0  －  12,594

当第１四半期連結累計期間  12,416  0  －  12,417

うち役務取引等費用 
前第１四半期連結累計期間  875  1  －  877

当第１四半期連結累計期間  1,752  1  －  1,753

特定取引収支 
前第１四半期連結累計期間  316  －  －  316

当第１四半期連結累計期間  495  －  －  495

うち特定取引収益 
前第１四半期連結累計期間  324  －  －  324

当第１四半期連結累計期間  509  －  －  509

うち特定取引費用 
前第１四半期連結累計期間  7  －  －  7

当第１四半期連結累計期間  13  －  －  13

その他業務収支 
前第１四半期連結累計期間  2,790  0  1  2,789

当第１四半期連結累計期間  2,825  70  70  2,826

うちその他業務収益 
前第１四半期連結累計期間  10,634  0  1  10,633

当第１四半期連結累計期間  11,547  70  70  11,548

うちその他業務費用 
前第１四半期連結累計期間  7,844  －  －  7,844

当第１四半期連結累計期間  8,721  －  －  8,721
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② 国内・海外別預金残高の状況 
○ 預金の種類別残高（末残） 
  

 （注）１．「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。 
「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。 

２．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 
３．定期性預金＝定期預金 
４．「相殺消去額」には内部取引金額等を表示しております。 

③ 国内・海外別貸出金残高の状況 
○ 業種別貸出状況（残高・構成比） 

 （注）１．「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。 
    ２．「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。 

種類 期別 
国内 海外 相殺消去額(△) 合計 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

預金合計 
前第１四半期連結会計期間  10,343,435  569  21  10,343,983

当第１四半期連結会計期間  10,731,603  387  27  10,731,962

うち流動性預金 
前第１四半期連結会計期間  6,738,519  126  －  6,738,646

当第１四半期連結会計期間  7,118,531  19  －  7,118,551

うち定期性預金 
前第１四半期連結会計期間  3,428,328  442  －  3,428,771

当第１四半期連結会計期間  3,374,327  367  －  3,374,695

うちその他 
前第１四半期連結会計期間  176,587  －  21  176,566

当第１四半期連結会計期間  238,744  －  27  238,716

譲渡性預金 
前第１四半期連結会計期間  92,909  －  －  92,909

当第１四半期連結会計期間  107,136  －  －  107,136

総合計 
前第１四半期連結会計期間  10,436,345  569  21  10,436,893

当第１四半期連結会計期間  10,838,739  387  27  10,839,099

業種別 
平成22年６月30日 平成23年６月30日 

貸出金残高(百万円) 構成比（％） 貸出金残高(百万円) 構成比（％） 

国内（除く特別国際金融取引勘定分）  8,469,090  100.00  8,641,658  100.00
製造業  948,764  11.20  956,977  11.07
農業、林業  3,997  0.05  4,204  0.05
漁業  6,125  0.07  7,988  0.09
鉱業、採石業、砂利採取業  3,860  0.05  3,757  0.04
建設業  250,019  2.95  259,938  3.01
電気・ガス・熱供給・水道業  13,944  0.16  14,352  0.17
情報通信業  61,236  0.72  58,597  0.68
運輸業、郵便業  360,691  4.26  355,326  4.11
卸売業、小売業  683,612  8.07  703,684  8.14
金融業、保険業  201,273  2.38  202,835  2.35
不動産業、物品賃貸業  2,212,776  26.13  2,242,106  25.95
その他の各種サービス業  728,061  8.60  711,871  8.24
地方公共団体  101,924  1.20  126,516  1.46
その他  2,892,803  34.16  2,993,503  34.64
海外及び特別国際金融取引勘定分  6,685  100.00  8,341  100.00
政府等  －  －  －  －
金融機関  －  －  －  －
その他  6,685  100.00  8,341  100.00

合計  8,475,775 ──  8,649,999 ── 
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(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 
①対処すべき課題 
当第１四半期連結累計期間において、対処すべき課題について重要な変更はありません。 
②財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 
当行の株式は譲渡自由が原則であり、株式市場を通じて多数の投資家の皆さまにより、自由で活発な取引をいた
だいております。よって、当行の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方についても、当行株式の自由
な取引により決定されるべきであると考えております。 
このような認識のもと、当行は、株主共同の利益を中長期的に維持・向上させるため、経営の効率性・収益性を
高め、株主還元を積極的におこなうことを通じて企業価値の最大化に取り組んでおります。 
なお、上記の考え方に照らして不適切な者によって当行の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止
するための取組み、すなわち買収防衛策は導入しておりませんが、現在の経営方針を徹底し、株主の皆さまをはじ
めとする様々なステークホルダーとの信頼関係を確立していくことが、買収防衛にとって重要であると考えており
ます。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）１．権利内容に何ら限定のない当行における標準となる株式で、単元株式数は 1,000株であります。 
２．「提出日現在発行数」には、平成23年８月１日から四半期報告書を提出する日までの旧商法に基づく新株引受
権（ストックオプション）の権利行使、平成13年改正旧商法に基づく新株予約権（ストックオプション）の権利
行使並びに会社法に基づく新株予約権（株式報酬型ストックオプション）の権利行使により発行された株式数は
含まれておりません。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

①【発行済株式】 

第３【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 
普通株式  3,000,000,000

計  3,000,000,000

種類 第１四半期会計期間末現在発行数（株） 
（平成23年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年８月５日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  1,361,071,054  1,361,071,054 東京証券取引所 
（市場第１部） （注）１，２ 

計  1,361,071,054  1,361,071,054 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成23年４月１日～ 
平成23年６月30日 

 －  1,361,071  －  215,628,617  －  177,244,414

（６）【大株主の状況】 

（７）【議決権の状況】 

  平成23年６月30日現在
区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － ― 

議決権制限株式（自己株式等） － － ― 

議決権制限株式（その他） － － ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 
 普通株式 

 1,102,000
－ 

「１（１）②発行済株式」の
「内容」欄に記載のとおりで
あります。 

完全議決権株式（その他）  普通株式 
 1,356,497,000  1,356,495 同上 

単元未満株式  普通株式 
 3,472,054

－ １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数  1,361,071,054 － ― 

総株主の議決権 －  1,356,495 ― 
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②【自己株式等】 

（注）上記のほか、株主名簿上は当行名義となっていますが、実質的に所有していない株式が 2,000株あります。なお、
当該株式は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の「株式数」の欄に含まれております。また、
「議決権の数」の欄には、当該完全議決権株式に係る議決権の数２個は含まれておりません。 

  平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい
３丁目１番１号  1,102,000  －  1,102,000  0.08

計 ―  1,102,000  －  1,102,000  0.08
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該当事項はありません。 
２【役員の状況】 
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１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府
令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」
（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。 
  
２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自平成23年４月１日 至
平成23年６月30日）及び第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日）に係る四半期連結財
務諸表について、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   
現金預け金 857,677 650,048 
コールローン及び買入手形 143,395 81,297 
買入金銭債権 188,390 183,356 
特定取引資産 100,368 190,192 
有価証券 ※2  1,994,647 ※2  2,009,148 

貸出金 ※1  8,601,882 ※1  8,649,999 

外国為替 3,948 4,013 
リース債権及びリース投資資産 52,819 52,238 
その他資産 139,006 201,155 
有形固定資産 126,960 126,263 
無形固定資産 18,034 16,922 
繰延税金資産 49,940 50,019 
支払承諾見返 331,805 323,012 
貸倒引当金 △88,352 △91,139 

資産の部合計 12,520,526 12,446,529 

負債の部   
預金 10,725,087 10,731,962 
譲渡性預金 96,900 107,136 
コールマネー及び売渡手形 36,908 35,725 
特定取引負債 1,460 1,485 
借用金 282,939 186,556 
外国為替 28 13 
社債 64,300 64,300 
その他負債 170,312 180,215 
役員賞与引当金 40 － 
退職給付引当金 143 149 
睡眠預金払戻損失引当金 898 746 
偶発損失引当金 700 725 
特別法上の引当金 2 3 
再評価に係る繰延税金負債 22,048 22,048 
支払承諾 331,805 323,012 
負債の部合計 11,733,577 11,654,080 

純資産の部   
資本金 215,628 215,628 
資本剰余金 177,244 177,244 
利益剰余金 298,369 304,694 
自己株式 △669 △631 

株主資本合計 690,573 696,935 
その他有価証券評価差額金 13,446 11,782 
繰延ヘッジ損益 △9 △21 
土地再評価差額金 31,524 31,524 
その他の包括利益累計額合計 44,961 43,285 

新株予約権 274 270 
少数株主持分 51,139 51,956 
純資産の部合計 786,948 792,448 

負債及び純資産の部合計 12,520,526 12,446,529 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

経常収益 69,796 71,231 
資金運用収益 45,830 44,102 
（うち貸出金利息） 40,105 38,045 
（うち有価証券利息配当金） 4,107 4,364 

役務取引等収益 12,594 12,417 
特定取引収益 324 509 
その他業務収益 10,633 11,548 
その他経常収益 413 ※1  2,653 

経常費用 53,349 48,885 
資金調達費用 3,866 3,183 
（うち預金利息） 2,576 1,772 

役務取引等費用 877 1,753 
特定取引費用 7 13 
その他業務費用 7,844 8,721 
営業経費 27,857 27,516 
その他経常費用 ※2  12,896 ※2  7,697 

経常利益 16,446 22,345 

特別利益 498 1 
固定資産処分益 － 1 
償却債権取立益 498 － 

特別損失 21 35 
固定資産処分損 8 35 
その他の特別損失 12 0 

税金等調整前四半期純利益 16,923 22,311 
法人税、住民税及び事業税 5,356 7,229 
法人税等調整額 1,400 1,176 
法人税等合計 6,756 8,405 

少数株主損益調整前四半期純利益 10,166 13,905 
少数株主利益 621 773 
四半期純利益 9,545 13,131 
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 10,166 13,905 
その他の包括利益 △4,742 △1,629 
その他有価証券評価差額金 △4,796 △1,617 
繰延ヘッジ損益 54 △11 

四半期包括利益 5,424 12,276 
親会社株主に係る四半期包括利益 4,862 11,456 
少数株主に係る四半期包括利益 562 819 
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当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減
価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 
１．配当金支払額 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後となるもの 
該当事項はありません。  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 
１．配当金支払額 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後となるもの 
該当事項はありません。  

前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 
当行グループは、銀行業を中心に、リース業、証券業、その他の金融サービスに係る事業を行っておりま
す。また、当行はグループ戦略会議を設置し、グループ各社の事業の経営目標の設定及び履行状況の定期的な
検証等を行い、グループ全体の経営管理を統括しております。なお、グループ各社が営む銀行業以外の事業に
ついては重要性が乏しいことから、セグメント情報の記載を省略しております。 

【追加情報】 
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基
準」（企業会計基準第24号平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
24号平成21年12月４日）を適用しております。 
なお、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号）に基づき、当第１四半期連結累計期間の「償
却債権取立益」は、「その他経常収益」に計上しておりますが、前第１四半期連結累計期間については遡及処理を行っておりません。 

【注記事項】 
（四半期連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成23年６月30日） 

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであります。 ※１．貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであります。 
破綻先債権額 16,401百万円 
延滞債権額 156,541百万円 
３ヵ月以上延滞債権額 6,161百万円 
貸出条件緩和債権額 30,620百万円 

破綻先債権額 12,877百万円 
延滞債権額 161,816百万円 
３ヵ月以上延滞債権額 10,422百万円 
貸出条件緩和債権額 31,833百万円 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 
※２．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２
条第３項）による社債に対する保証債務の額は  百万円であ
ります。 

154,716
※２．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２
条第３項）による社債に対する保証債務の額は  百万円であ
ります。 

149,545

（四半期連結損益計算書関係） 
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

───── 
  

※１．その他経常収益には、償却債権取立益  百万円を含んでおり
ます。 

1,625

※２．その他経常費用には、貸倒引当金繰入額 6,641百万円、貸出金償
却 4,357百万円及び株式等償却 1,309百万円を含んでおります。 

※２．その他経常費用には、貸倒引当金繰入額  百万円及び貸出金
償却  百万円を含んでおります。 

3,745
2,726

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

減価償却費 百万円2,733
のれんの償却額 百万円131

減価償却費 百万円2,564
のれんの償却額 百万円131

（株主資本等関係） 

  
（決議） 株式の種類 配当金の総額 

（百万円） 
１株当たり配当額

（円） 基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年５月14日取締役会 普通株式  6,799  5.0 平成22年３月31日 平成22年６月１日 利益剰余金 

  
（決議） 株式の種類 配当金の総額 

（百万円） 
１株当たり配当額

（円） 基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年５月13日取締役会 普通株式  6,799  5.0 平成23年３月31日 平成23年５月30日 利益剰余金 

（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 
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１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の
基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

平成23年５月13日開催の取締役会において、平成23年３月31日を基準日とする剰余金の配当（期末配当）に関し、
次のとおり決議いたしました。 
期末配当による配当金の総額 6,799百万円 
１株当たり配当額        ５円00銭 

（１株当たり情報） 

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 円  7.01  9.65

（算定上の基礎）       

四半期純利益 百万円  9,545  13,131

普通株主に帰属しない金額 百万円  －  －

普通株式に係る四半期純利益 百万円  9,545  13,131

普通株式の期中平均株式数 千株  1,359,924  1,359,948

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円  7.01  9.65

（算定上の基礎）       

四半期純利益調整額 百万円  －  －

普通株式増加数 千株  406  627

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要 

  

新株引受権１種類（新株引
受権の数 千株）。 
新株予約権３種類（新株予
約権の数 個）。 

684

7,292

新株予約権４種類（新株予
約権の数 個）。 7,912

（重要な後発事象） 

２【その他】 
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年８月２日

株式会社 横浜銀行 

取締役会 御中 

有限責任監査法人 トーマツ 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 梅津 知充  印 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 松崎 雅則  印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社横浜銀

行の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成

23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社横浜銀行及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。 
２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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